
脱炭素の取組みに関するアンケート調査結果
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１．アンケートの概要
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調査の目的 地域金融機関自身の脱炭素の取組み（温室効
果ガスの削減等）や取引先企業の脱炭素に向け
た支援の現状と課題等を把握する

熊本県内の企業における脱炭素の取組み（温室効果
ガスの削減等）の現状と課題、地域金融機関に期待
する支援や国・地方公共団体への要望等を把握する

調査対象
（注２）

九州財務局管内の地域金融機関（熊本・大
分・宮崎・鹿児島の県内に本店を有する預金取
扱金融機関）

熊本県内の商工会議所・商工会の会員企業

調査方法 九州財務局によるアンケート調査 熊本県商工会議所連合会、及び熊本県商工会連合
会を通じたアンケート調査

回答数 28機関（銀行８、信金13、信組７） 308企業

調査時期 令和５年12月27日～令和６年１月26日 令和６年１月23日～２月22日

主な調査項目 脱炭素化に関する取組みの評価（全般） 企業における脱炭素に向けた取組み
金融機関自身の脱炭素に向けた取組み 金融機関に期待する支援
取引先に対する脱炭素化支援 国・地方公共団体に対する意見・要望
国・地方公共団体に対する意見・要望

金融機関向け金融機関向け 企業向け企業向け

（注１）本アンケート調査は、九州財務局、九州地方環境事務所、九州経済産業局、熊本県、熊本市が共同で実施
（注２）熊本県・熊本市については、県内の地域金融機関のみ調査対象



２．地域金融機関向けアンケート調査結果

Ｑ１．全体として、貴金融機関では脱炭素にどの程度対応できていると考えていますか。
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（１）脱炭素化に関する取組みの評価（全般）
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（注）熊本・大分・宮崎・鹿児島の県内に本店を有する預金取扱金融機関（28機関）

（ｎ＝２８）



Ｑ２．対応できていない理由を２つまで選択してください。
（Ｑ１で「あまり対応できていない」及び「全く対応できていない」を回答した場合のみ）
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【その他】
• 取引先企業の関心が低いため

（１）脱炭素化に関する取組みの評価（全般）
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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Ｑ３．貴金融機関において脱炭素に取り組む動機は何ですか（複数選択可）。
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（１）脱炭素化に関する取組みの評価（全般）
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Ｑ４．貴金融機関において脱炭素の取組みを担当する部署はありますか。
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（１）脱炭素化に関する取組みの評価（全般）
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Ｑ５．貴金融機関の脱炭素に向けた対応状況について当てはまるものを全て選択してください。

（２）金融機関自身の脱炭素化に向けた取組み
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GHG排出量（Scope1・２）を把握
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排出削減目標を設定

排出削減計画を策定

排出削減計画を実行

その他

銀行 信金 信組

【排出削減計画の策定内容】
• 車両の電動化や再生可能エネルギーの導入
• カーボンオフセットの活用

【排出削減計画の実行内容】
• 空調管理の徹底、ペーパレス化促進
• 早期終業体制の構築
• FE（注３）削減に向けたサステナブルファイナンス

商品の拡充
• 太陽光発電設備の設置（自社設備・PPA）
• 照明のＬＥＤ化

【その他の内容】
NearlyZEB認証を取得した店舗の新築

6

２．地域金融機関向けアンケート調査結果

（注１）

（注１）Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）。G20の要請を受け、金融安定理事会（FSB）が気候関連の情報開示及び金融機関の対応を検討するために設立
（注２）Greenhouse Gas（温室効果ガス） （注３）金融機関の投融資先の温室効果ガス排出量

（注２）

金融機関向け

（ｎ＝２８）



Ｑ６．Ｑ５の対応状況について、次の段階に進むための主な課題を２つ選択してください。
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Ｑ７．取組みの具体例があれば記載してください（自由記載）。
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〇 気候変動関連の開示情報の高度化（銀行）
〇 外部業者と提携し本部や営業店のCＯ²排出量を可視化（信用金庫）
〇 営業店に太陽光発電設備やLED照明の導入を検討（信用金庫）
〇 省エネ診断を受診（信用金庫）
〇 小型電気自動車の導入（信用金庫）

（２）金融機関自身の脱炭素化に向けた取組み
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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全ての業種や規模の取引先においてとても対応できている
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業種や規模にかかわらずあまり対応できていない
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分からない・無回答

Ｑ８．取引先企業における脱炭素の取組みをどのように評価していますか。
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（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果
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Ｑ９．取引先企業の脱炭素に向けた取組みを支援していますか。
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Ｑ１0．取引先企業への支援の内容を選択してください（複数選択可）。
（Ｑ９で「はい」を選択した場合のみ）
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【その他の内容】
〇 CO₂排出量可視化システムの開発（銀行）
〇 CO₂排出量可視化サービスの提供（信金）
〇 低公害車のローン金利優遇制度（銀行）
〇 太陽光発電等省エネ住宅に対するローン金利優

遇制度（銀行）
〇 環境保全・公害防止設備等のローン優遇金利

制度（信金）
〇 「地域脱炭素融資促進利子補給事業」や「省エ

ネルギー設備投資利子補給事業」への取組み
（信金）

〇 省エネルギーセンターの省エネ最適化診断紹介支
援（信金）

（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け

（ｎ＝２２）



Ｑ１1．取引先企業の脱炭素に向けた取組みの支援について、金融機関として目標を設定し
ていますか。 （Ｑ９で「はい」を選択した場合のみ）
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【設定目標】
〇 ＥＳＧ投融資目標
〇 取引先のカーボンニュートラルコンサルティング目標件数
〇 サステナブルファイナンスの設定

（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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Ｑ１２．取引先企業を支援するにあたって、貴金融機関が感じている課題を２つ選択してく
ださい。 （Ｑ９で「はい」を選択した場合のみ）
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（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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Ｑ１３．取引先企業が脱炭素に向けた取組みを進めるうえで重視していると考えられるものを
３つ選択してください。（Ｑ９で「はい」を選択した場合のみ）
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（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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Ｑ１４．取引先企業に対する支援を行っていない理由を選択してください（複数選択可）。
（Ｑ９で「いいえ」を選択した場合のみ）
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（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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Ｑ１５．取組みの具体例がありましたら記載してください（自由記載）。
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〇 取引先と連携した衣料品回収、フードドライブ等のリユースの取組み（銀行）
〇 脱炭素化に向けた意識醸成を図るセミナーやワークショップの開催（銀行）
〇 令和5年度脱炭素社会実現に向けた地域金融機関の環境経営支援人材モデル事業への

参加（信用金庫）
〇 エコアクション21の認証取得を目指す取引先向けの説明会を開催（信用金庫）

（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け



Ｑ１６．企業の業種・規模によって脱炭素化の取組み状況の違いや特徴があれば記載してく
ださい（自由記載）。

17

〇 業種による意識の差は大きい。製造業は脱炭素に取り組まないことによるデメリットもあり、意識は高
い。（銀行）

〇 大手企業では、脱炭素に対する関心も高く、独自に取組みを進めている。（銀行）
〇 中小企業では、脱炭素に対するリテラシーが低く、必要性を感じている企業が少ないため、取り組み

が進んでいない。（銀行）
〇 中小企業では、脱炭素の取組みの必要性を認識しているものの、「専担者の配置が難しい」、「専

門知識がないため、何から取り組めばよいか分からない」といった声が多い。（銀行）
〇 中小企業に対する脱炭素に向けた意識の醸成が必要。（銀行）

（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け



Ｑ１７．取引先企業の脱炭素化に向けて、地域のステークホルダー（地方公共団体、商工
会議所、業界団体等）と連携して取り組まれている事例はありますか。
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【具体例】
〇 県のＳＤＧｓ登録制度の構築に協力（銀行）
〇 県と共催で脱炭素セミナーを開催（銀行）
〇 県の補助事業の紹介（銀行）
〇 市町村や企業との連携協定とその実践（銀行、信用組合）
〇 脱炭素先行地域の共同提案（銀行）
〇 県の制度融資の取扱い（銀行）

（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け

（ｎ＝２８）



Ｑ１８．貴金融機関自身、または取引先企業の脱炭素化のために、国・地方公共団体の
補助事業等で活用している、または今後活用したいものはありますか。特に、環境省で
実施している「地域におけるESG金融促進事業」や「地域ぐるみでの脱炭素経営支援
体制構築モデル事業」の活用意向はありますか。
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【活用したことがある】
〇 地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業（銀行）
〇 地域脱炭素投融資促進事業（銀行）
〇 地域におけるESG金融促進事業（銀行、信用金庫）
〇 地域脱炭素融資促進利子補給事業（信用金庫）
〇 省エネルギー設備投資利子補給事業（信用金庫、信用組合）
〇 エコアクション２１の認証取得コンサルティング（信用組合）

ある, 25.0%

今後活用したい, 
3.6%情報がない、分からない, 
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活用したい事業はない, 
17.9%
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（３）取引先に対する脱炭素化支援
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け

【今後活用したい】
〇 省エネルギー設備投資利子補給事業（信用金庫）
〇 省エネルギー投資促進支援事業費補助金（信用金庫）

（ｎ＝２８）



Ｑ１９．国・地方公共団体の脱炭素に向けた施策・取組みをどの程度知っていますか。
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（４）国・地方公共団体への意見・要望

よく知っている, 
10.7%

やや知っている, 
25.0%

どちらともいえない, 
32.1%

あまり知らない, 
28.6%

全く知らない, 3.6%（ｎ＝２８）
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２．地域金融機関向けアンケート調査結果

知っている＝35.7％

金融機関向け



Ｑ１９．国・地方公共団体の脱炭素に向けた施策・取組みに係る情報をどのように得ている
か記載してください（自由記載）。
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（４）国・地方公共団体への意見・要望

〇 各省庁、県の担当者との意見交換（銀行）
〇 各省庁、地方公共団体のウェブサイトやリリース（銀行、信用金庫、信用組合）
〇 各省庁、地方公共団体のセミナー（銀行）
〇 各省庁、地方公共団体からの人材の受入れ（銀行）
〇 業界団体の資料（銀行、信用金庫）
〇 提携先からの情報提供（信用金庫）
〇 マスメディア（信用金庫、信用組合）

２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け



Ｑ２０．国・地方公共団体の脱炭素に向けた取組みについて、今後力を入れてほしいものを
３つ選択してください。
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（４）国・地方公共団体への意見・要望
２．地域金融機関向けアンケート調査結果 金融機関向け
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3
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3

9
3

7
3

3
4

3
2

1
4

3
1

3
3

2
5

2

2

0 5 10 15 20

国民・住民・取引先への広報・周知

セミナー・勉強会の開催

補助金・事業の説明

補助対象の充実・拡充

地域のネットワーク構築

専門人材育成、専門人材の紹介

新技術の開発・導入支援

新事業の創出

データ分析

地域経済の活性化

銀行 信金 信組

（ｎ＝２８）



建設業, 
25.0%

製造業, 
13.0%

情報通信業, 
2.6%運輸業, 

1.6%
小売・卸売業, 

17.9%

飲食店・宿泊業, …

医療・福祉, 
2.3%

教育・学習支援業, 
2.9%

サービス業, 
18.5%

不動産業, 
1.3%

その他, 
7.1%

Ｑ１．業種を選択してください。
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（１）企業の属性・概要
３．企業向けアンケート調査結果

～５人, 
52.6%

６～10人, 
15.6%

11～20人, 
11.4%

21～50人, 
10.7%

51人～, 
9.7%

Ｑ２．従業員規模を選択してください。

（注）熊本県内の商工会議所・商工会の会員企業 （有効回答数：308社）

企業向け

熊本県内
３０８社

熊本県内
３０８社

（ｎ＝３０８） （ｎ＝３０８）



Ｑ３．脱炭素に向けた取組みへの関心の度合いを選択してください。
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）
関心がある＝58.8％

企業向け

大いにある, 
21.1%

少しある, 
37.7%

どちらともいえない, 
20.1%

あまりない, 
14.3%

全くない, 6.5%
無回答, 0.3%



Ｑ４．社会的な脱炭素化の進展がもたらす自社への影響を選択してください。
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

企業向け

影響がある＝49.6％

プラスの影響がある, 
39.9%

マイナスの影響がある, 
9.7%

影響はない, 18.8%

分からない, 31.5%



Ｑ５．脱炭素に向けた取組みの状況を選択してください。
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）
実施・検討している＝34.8％

企業向け

既に実施している, 
27.0%

具体的に検討している, 
7.8%

検討を予定している, 
22.4%

実施も検討も予定して

いない, 42.2%

無回答・無効回答, 0.6%



Ｑ６．脱炭素に向けた具体的な取組内容・検討内容を選択してください（複数回答可）。
（Ｑ５で「既に実施している」又は「具体的に検討している」を選択した場合のみ）
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝１０7）

企業向け

84
50

44
26

19
16

10
8
7
6
6
5

2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
省エネルギー対策（ＬＥＤ照明の導入、電気自動車の使用など）

業務プロセスの改善（ＤＸ化によるペーパーレスなど）

設備・備品等のリサイクル

自家発電設備の導入（太陽光パネルの設置など）

自社の製品・サービスを通した顧客の温室効果ガスの削減

温室効果ガス排出量の少ない原材料等の調達

自社の温室効果ガス排出量の測定

自社の温室効果ガス排出量の削減目標を設定

カーボンクレジットの利用

温室効果ガス排出量の低い燃料への転換（重油からLNGへの変更等）

電力購入時に再生可能エネルギープラン等を利用

温室効果ガスの吸収

その他



Ｑ７．脱炭素に向けた取組みについて実施も検討も予定していない理由を教えてください
（複数回答可）。（Ｑ５で「実施も検討も予定していない」を選択した場合のみ）
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝１３０）

30

68

20

15

8

0 20 40 60 80

脱炭素に向けた取組みの必要性を感じていない

（必要性は感じるが）何をすればいいか分からない

（必要性は感じるが）優先順位が低い

（必要性は感じるが）予算・人手が足りていない

（必要性は感じるが）取引先の方針が決まってから対応

したい

企業向け



Ｑ８．脱炭素に向けた取組みを進めるうえでの課題を最大２つまで選択してください。
（Ｑ５で「既に実施している」、「具体的に検討している」、「検討を予定している」のいずれ

かを選択した場合）
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝１７６）

企業向け

88

88

65

50

26

4

0 20 40 60 80 100

脱炭素に関する基礎的な知識が不足している

投資コストの負担が大きい

必要なノウハウや人材が不足している

国・地方公共団体の支援が不足している/分かりづらい

既にやれることは実施しており、追加的な施策がない

提携先が見つからない



Ｑ９．脱炭素に向けた取組みを開始した動機、あるいは、これから検討を始めるための動機と
なるものを選択してください（複数回答可）。
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

企業向け

104
94

90
87

55
42

38
36
35

30
6

0 20 40 60 80 100 120

気候変動災害の深刻化

企業価値の向上

顧客の需要や評価

補助金

法令上の規制

動機となるものはない

サプライチェーンの脱炭素に向けた動き

競合他社の脱炭素に向けた動き

投資家・取引先・関係先からの要請

経済合理性（カーボンプライシングや炭素税の導入など）

その他



Ｑ１０．取引先から温室効果ガスの削減または情報提供について要請を受けていますか。
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（２）企業における脱炭素に向けた取組み
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

企業向け

要請を受けている
＝7.5％

受けている（自社の温室効果ガス排出
量の情報提供のみ）, 5.2%

受けている（自社の排出量の情報提供
+削減）, 2.3%

受けていない, 92.5%



Ｑ１１．金融機関による脱炭素に向けた支援のうち知っているものを選択してください（複数
回答可）。
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（３）金融機関に期待する支援
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

企業向け

100
49

28
51

13
8

18
44

20
25

169

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

省エネルギー対策（ＬＥＤ照明の導入、電気自動車の使用など）

業務プロセスの改善（ＤＸ化によるペーパーレスなど）

設備・備品等のリサイクル

自家発電設備の導入（太陽光パネルの設置など）

自社の温室効果ガス排出量の測定

自社の温室効果ガス排出量の削減目標を設定

カーボンクレジットの利用

補助金の紹介

提携先の紹介

取引先および業界における脱炭素の動向に関する情報共有

金融機関から支援を受けられることを知らない



Ｑ１２．金融機関から脱炭素に向け
た取組みについて支援を受けてい
ますか。
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（３）金融機関に期待する支援
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

はい, 4.9%

いいえ, 
95.1%

企業向け

Ｑ１３．金融機関から脱炭素に向け
た取組みについて支援を受けたい
と考えていますか。（Ｑ１２で「い
いえ」を選択した場合のみ）

（ｎ＝２９３）

はい, 
28.7%

いいえ, 
71.0%

無回答, 0.3%



Ｑ１４．金融機関から受けている支援あるいは受けたい支援を選択してください（複数回答可）
（Ｑ１２又はＱ１３で「はい」を選択した場合のみ）
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（３）金融機関に期待する支援
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝９９）

企業向け

56

47

34

32

21

16

11

10

9

0

0 10 20 30 40 50 60

補助金の紹介、申請に向けた書類作成等の支援

省エネルギー対策（ＬＥＤ照明の導入、電気自動車の使用など）に関する融資・コンサルティング

自家発電設備の導入（太陽光パネルの設置など）に関する融資・コンサルティング

業務プロセスの改善（ＤＸ化によるペーパーレスなど）

提携先の紹介

設備・備品等のリサイクルに関する融資・コンサルティング

自社の温室効果ガス排出量の測定

カーボンクレジットの利用

自社の温室効果ガス排出量の削減目標を設定

その他



Ｑ１５．金融機関の支援に対する評価を選択してください。
（Ｑ１２で「はい」を選択した場合のみ）
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（３）金融機関に期待する支援
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝１５）

とても対応でき

ている, 26.7%

やや対応できている, 
46.7%

どちらともいえな

い, 26.7%

企業向け



Ｑ１６．国・地方公共団体の脱炭素に向けた施策（補助金・税制の優遇措置を含む）・取組みにつ
いてどのくらい知っているか選択してください。
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（４）国・地方公共団体への意見・要望
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）
よく知っている, 0.6%

やや知っている, 12.3%

どちらともいえな

い, 20.5%

あまり知らない, 
38.6%

全く知らない, 27.9%

企業向け

知っている＝12.9％



Ｑ１７．熊本県地球温暖化の防止に関する条例に基づく「事業活動温暖化対策計画書制度」につ
いてどのくらい知っているか選択してください。
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（４）国・地方公共団体への意見・要望
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

企業向け

知っている＝7.1％
よく知っている, 0.3%

やや知っている, 6.8%

どちらともいえない, 12.7%

あまり知らない, 39.6%

全く知らない, 40.3%

無効回答, 
0.3%



Ｑ１８．国・地方公共団体の脱炭素に向けた取組みについて、今後力を入れてほしいものを３つ選択
してください。
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（４）国・地方公共団体への意見・要望
３．企業向けアンケート調査結果

（ｎ＝３０８）

企業向け

134
117

111
85

82
82

54
49

46
43
42

7

0 20 40 60 80 100 120 140 160

補助対象の充実・拡充

業種別・分野別の脱炭素支援に関する広報・セミナー・勉強会

脱炭素の補助金・事業に関する広報・セミナー・勉強会

地域経済の活性化（脱炭素に資する地域づくりなど）

脱炭素の政策に関する広報・セミナー・勉強会

脱炭素の経営に関する広報・セミナー・勉強会

地域のネットワーク構築

新技術の開発・導入支援

専門人材育成、専門人材の紹介

データ分析

新事業の創出

その他


